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標準商品 (S匂ndardCommodity)の意義

瀬地山 敏

I はじめに

賃金または利潤率(利子率〕が変化するとき諸商品の価格がどのように変動

するか，という問題に対L 経済理論はその問題を解くにふさわしい装置を欠

い亡いたっある商品をエュメレーノレとして諸商品の相対価格を決定する一般均

衡のモデノレには，たとえば労働用役市場における需給の変化を起因と Lて新た

に決定される均衡相対価格と以前の均衡相対価格を任意の商品について比較す

るばあい，新旧の相対価格の変化が賃金の変化と同時的にとらえられるとはい

え，その相対価格の変化が，賃金の変化を媒介として牛ずる問題の商品自体の

価格変化とニュメレール商品の価格変化により合成されたものであるため，基

準とするニェメレール商品の選択に応じて，問題の商品の価格は上昇したとも

低下したともいえる，という難点が発生する九 分配の変化にもとずく商品の

{同l格変化の方向に関するこの不確定な状況は，いうまでもなく，諸商品の生産

が般に異なった割合で労働と生産手段を結合して行なわれるためである。

本稿の目的は，この問題に焦点をあてたスラッファ [26Jの理論， とりわけ

標準商品をめぐる考察を検討することにある。スラップァの理論そのものにつ

いては次節で要約して示す。スラヅファ理論を数学的に定式化したものと Lて，

すでにニ z ーマY(18).パ マイ1ター [lJがある。後者は，標準純生産物

1) 諾商品および各種の生産用役の価格をいわゆる限界原理にもとづいて決定できるとしても.異
種の商品および生産要素に聾を変えて体現されている資本に対し，均等な血入車が侭証されるか
というもっと基本的な問題が新古典派の価格および分配の理論に共通して存在する。こ申問題に
ついては Kaldor(12J， (13)， Gar~!::nani [4J，菱山[9].山下 [28]を事照されたい。本稿
E節の議論は異なった経酪を通ってこの基本的問題に行きあたることになる。
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(5tandard .Net Product) のタームで測定した賃金と利潤の聞に成立つ線形関係

〈λラッフアの定理〕をスラップアの議論の多くを迂回して簡潔に論証し，後者

はより丹念に月ラァファの理論をトレースしているが，いずれも完全な要約と

は言いがたいので， ここでふたたび定式化してお〈のが望まLいと考える。理

解に必要な非負行列に関するい〈つかの定理は附録主して併記するにとどめる。

分配の変化が生じてもその価値が不変であるような商品として考案したもの

が標準商品に他ならないが，その意義についてはいまだ十分な展開をみていな

いのたとえばハーマイスターは iスラッファの定理」として成立する賃金と

利潤率の間の関係を有用とみながら，標準商品を価値尺度とみなすことに懐疑

的である。またスラップァの業績をひとつの強力な契機として出発した「ケム

ブリッジ論争」をイギリス・ケムブリッジの立場から評価したハーコート [5J

においてさえ，スラ 'Yファの標準商品の意義に対する論及はほとんどないとい

ってよい。 E節では，標準商品を尺度とするさい成立する賃金と利潤率の関係

が，資本の限界生産力として利潤(利子〉を説明する伝統的見解の否定に連なる

ことを論証する。 IV節では，標準商品をより直接的に適用して，物価の変動に

対L-，分配の変化が寄与する効果とその他の要因が与える効果を確定するため

の試みを行なう。 m，IV節のそれぞれの結論の前提とな勺ているモデルの基本

的枠組に対する評価とひきつづき検討を必要とする諸問題の指摘は，それ自体

別個の考察に値する意義をもっているが v節でとりあえずその概要を示唆し

てお〈。

II 標準商品の理論

1 生産体系 本源的生産要素である労働とそれ自体商品として生産され

る生産手段を結合して，ひとつの産業がひとつの商品を生産する経済を考える。

簡単化のために，生産手段の機能は単位期間〈たとえば1年)のうちに消滅する
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と仮定しておく九 n ケ存在する産業〔商品〕のうち，たとえば第 J産業におい

ては，産出(単位あたり)a，j(i=l， 2， "" n)だけの第 z商品と aOJだけの労働

の投入を行ない.Xjだけの産出が行なわれる。向。一二1，2， ... ，n)， -aOjパ主いず

れも非負である。他の産業においても，その生産方法を同様に表記すれば，経

済の生産体系は次のように表わせる。

00= ( aOh a仙 .••. ， I ao;， I ・ー・・，向凋)
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ただし，プライム(つは，タテの産出ベクトノレを，

ヨコに並びかえたことを意味する。

旬、x=l

生産はこのように各産業が相互に投入・産出の関係をもって進行するが，こ

の「商品による商品目生産」関係のひろがりを，分配と価格の問題を解くため

に，限定する必要がある。競馬産業を例にとると，競走馬の生産，競馬場施設

の建設等において，他産業の商品を投入しなければならないが，競馬産業で生

産される商品は他産業における生産の投入要素とはならない。経済全体の投入

・産出からみれば，との産業は他産業から必要な生産手段を購入するだけの受

動的な役割しかもたないのそこで， このような産業(商品〕をのぞき. (日のど

の商品も，直接的にか間接的に，その他のどの商品に対しでも生産手段として

機能するものとするお。つまり (1)は基礎的生産物 (BasicProduct)のみに関する

の さきの結合生産物を排除する置定と同様，流動資本のみを考慮に入れるこの仮定も以下町議論
の本質にかかわるものではないaちなみにし、えば，本節りそデルは， Sraffa (26)の第I部「単
一生産物産業と涜動資本」に対応しており，結合生産物ならびに固定資本を導入したそデルは同
書の第E部「多生産物産業と固定資本Jに説明されているa
め このような性質をもった生産物をスラップァは基礎的生産物 CBas.icProduct)と呼び， それ
以外の商品を非基礎的生産物と呼ぶ円仁基閥的」または「ヨド落礎的 lという区別カ九ボウリング.
競唱などいわゆるレジャー産業の設備投資，売上高が従来の基幹産業に匹敵するほど成長してい
る現代の産業講浩に山さわしいh どうかは別に考察を必要とする問題であろう。
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生産体系であって，生産物の性質より，行列Aは分解不能である。 aiJ は非負

であるから，

(2) A: 分解不能かつ非負

いま経済が十分に生産的であるとすれば，少くとも 1つの産業においては，

自己ならびに他の諸商品の生産手段として費消される分を上まわる産出，した

がって純生産物が存在する。純生産物をぜ=(S1.S2， .，. ，sj)... ，s，，)とすれば，

産出と純生産物の聞に次の関係がみられる。

(3) [I-A]広三8において， ある 8>0に士すし

x~O が存在する

(2)， (3)の仮定ならびに定理(0)より，産出は実際にはどの商品においても正であ

る (x>O)。

z 価格体系 諸商品の価格を P= (PhP2，ー ，Ph'"，Pn)，貨幣賃金主叫

利潤率を T とすれば，第 1商品の価格あは単位あたり生産手段の費用， 資

本支出〈ニ生産手段の費用〉に対する利潤ならびに単位賃金費用白合計であるか

ら，
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四一一歩A

資本，労働が諸産業聞を自由に移動できると考えれば，均等な賃金，利潤率が

成立するように諸商品目価格は決定される。したがって

(4) p[I-(1+のA]=叩 a，

なる何格体系が経済において成立するぺ

生産体系に与えた諸条件のもとで正の価格の成立が保証されているn 生産

体系の性質(2)，(3)は定理(0)の条件をみたすから，但)より Aのフロベニウス

4) 盟済に本留め要素がひとコしか存在しなしばあい.諸価格は最終需要に依存せず，価格を最低
にする技術選択を強制する競争のため，諸価格は生産技術により決定されるロ (1)の生産体系は，
"ぐっか存在する生産体系日なかカら，この井代替主主里 (Non-Sub5titutiOJlTh即時.m)により
選択された最適な生産体系である。 (4(は均衡価栴体系がその最適な生産技術により(最終需要と
は独立に〉決定される関慌を示す。非代替定理については， Levhau (14J. W町田acker[27Jを
みよ。最適生産体系の選択問題は.Sraffa (26]では，第E部「生産方法白切換え」で論じ bれ
ている。なお(4(は，賃金が生産の期末に支払われるという前提にたっている.
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1 
根 λ(A)は1より小苫い。 λ(A)= とおけば，.l(A)<1より什>00ム+，
いま賃金を0とすれは (4)より

p[，L -AJ=O 1+γ 」

両辺の転置をと勺て

[品子 A']〆=σ
分解不能の定義より，もとの行列が分解不能であるならばその転置行列も分解

不能であり，かつ定理(0)より両者の最大非負固有値は等しい。 したがって，

IiF±λ(A')=.lω すなわち戸什のとき， (叫より正の価格〆>0が存
在する。利潤率刊は賃金0に対応するが，それが賃金Oのときの極大利潤率

でもあることを確かめておし 賃金Oのと き r>刊なる利潤率と非負の均衡

価格仰が成立するとする。このとき.l*(=市)>.l (=l~J より，
.l*(A)y>.ly=yA 

[.l*(A)I-A'] y'>O 

したがって，定理(0)，(d)より

λ*(A)>.l(A'つ
しかるに .l*(A)=.l(Aうでなければならない(定理(0))から， この結果は矛盾

する。すなわちァ〉什に対応する非負の価格 y?:.O(:t存在しない。

賃金が正のとき，利潤率 f は極大利潤率 r*より小さいから，-1ー〉-l-
1十r-1+r* 

定理伺)より [l~r _A]-l>Oo利潤率 f は非負でなければならないから，し
たがって[1-(1+のAj-l>O。日>0，ao~O を考慮に入れて，(4)より

p=即 'ao[Iー(1+γ)Aj-l>0 

以上より次の命題がえられる。

命題 1 適当な範囲にわたる賃金に対して，非負の利潤率 (O~五r主主宰)

と正の諸価格 (p>O)が成立する。

価格体系(引は，方程式の構成にみられるとおり.• (n+2)ケの未知数 (nケの



標準商品 (Stand町dCommodity)の意義 (23) 23 

価格，賃金.fUi闇率〕に対L. nケの独立した関係式を与えているにすぎないo

hま価値尺度として，経済の純生産物の総価値額をとり，

(5) P [l-AJx=l 

とおけli.価格は(4).(5)より，賃金か利潤のいずれかを外生的に与えてはじめ

て決定をみる九

3 標準体系 商品価格はどれをとっても賃金もし〈は利潤率の関数であ

るために，分配の変化に影響されると一般には考えねばならない勺 さらに，

経済の純生産物の価値も分配の変化に対し可変的である。したがって(4). (5)の

価格体系は，可変的な純生産物の価値を基準に表わされることになるから，先

にニュメレールについて述べた難点をまねがれる ιとはできない。標準体系は，

生屋体系に占める各産業のウヱイトを適当に変えて架空の生産体系をつ〈札

そ乙での純生産物の価値古巧ナ配の変化にかかわらず不変にとどまるように作ら

れた体系である。

いま(1)における各産業の産出量を，経済全体の総雇用を一定に保もながら，

それぞれ同， Cl::2， ___ ，a"倍して. l'の商品についても， 牛一産手段として経済

全体で消費される数量左産出量の比が同一であるような架空の生産体系〈標準

体系〕を考える。 すなわち標準体系では，産出量，生産手段，労働などの聞に

次の関係がみられる。

(6) (l+R)Alox=I.x. aoI.x=l 

ただし

ぺ子引
5) この関係を強調して，スラツフアの体系を自由民lv体系という。貴金，利潤車を他の財の佃
格と同じく，需要と供給自均商という原理で説明ヂる自ではなく，質生もしくは刺潤率の訣定を，
諸価格の決定原理とは異なった原理に委ねようとしているととろに，彼自限界生産力を批判する
姿勢がうかがえる.しかし分配を決める新しい原理について彼はなにも示唆してし、ない。
6) 分配の変化にもかかわらず価格が不変である商品は，その生産における生産手段と労働の割合，
生産手段の生産における生産手段と労働の割合などについて，きわめて特殊な条件を備えていな
什ればならない。 Sraffa(26) ~ 21-23の「バランスを保つ商品」くbalancedcommodity)を参
回せよー
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(1+R)は任意の商品について，産出量とそれが社会的に生産手段として消費

される総量との割合であって，引，tX2， ""ι とともに， 現実の生産体系から

標準体系を構成するさいの未知数である o 与えられた生産体系(1)に対し， (6)の

性質をもった標準体系が一義的に対応することを示そう。

非代替定理により，この標準体系においても(4)と同じ価格体系が支配する。

(4)の両辺に右から Vcをかけて， (6)の性質を考慮すると

{(1十R)-(l十r)}pAI"x=w

w=oとおけば，pAl""キOであるから，

R=rキ

つまり，任意白商品につい-C，そり社会的な純生産量と社会的な生産手段とし

ての消費量との割合(スヲッ 7，.白標準比率)Rは，極大手出潤率げに等しい。乙

の結果を(6)の第1式に代入して整理すると

[1-ん-AJ1"x=0 
王百はA のフロベニウス根であっ t~から定理(b)より ， 1"x>O。また現実の生
l+r" ー

産体系における産出量はどの産業においても正〔ぉ〉めであることをすでに知

っているから. I~>O で，さらに総雇用は標準体系においても不安である

(αdαx=めから，同， αb・，"'"は一義的に決まる。

4 標準商品をめぐる諸命題 ζのように決定をみたウェイト乗数 α1.a2. 

， ""により標準体系は a内， α~X2， "" a"xnだけ第1，2， "'， n商品を生産

Lている。これらの商品を標準体系での生産量だけそれぞれ組み入れて〔α1-1':1>

a2x2， ••• ， a"x，，)なる合成商品を作りこれを標準商品と定義する。標準体系の性

質(6)より， 標準体系の牛産する純生産物すなわち標準純生産物 (StandardNet 

M 叫 (I-AJl.xは 1告1"xに等し<.したがって標準体制占ヶ
の標準商品を純生産物と Lて生産している九 標準商品と標準純生産物はこの

ように分配関係から独立した互換性をもっているから，標準商品をめぐって成

7) Rはもはや未知数ではなく， 現実の生産体系において成立しうる極大利潤率円として0)](
である。臥下における R はいずれもι由意味でもちいられていることに注意されたい，
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立する諸関係は，一定の修正を加えれば，標準純生産物をめぐる諸関係に置換

えることができる。以下に述べるのは後者についてである。

命題 2 標準体系において，賃金を標準純生産物のタームで測定すれば，

賃金と利潤率の聞に次の関係が成立する。

r=R (1 即〕

証明 標準純生産物のタームでの賃金を加とすれば，貨幣タームではp日

[I-A] Iox=四'RpAI.xである。総雇用労働は現実の体系と同じ<1であるか

らこれは支払賃金総額でもある。したがって標準体系での利潤総額は (1 即〉

RpAI.xである。一点標準体系では pAI.xの投下資本に対して均等利潤率 7

が成立するから

rpAI.，x=R(l 却 )pAI.，x

pAIoxキOより.r=R(1一日〉。

命題 3 賃金を標準純生産物のタームで測定すれば，現実の生産・価格

体系においても賃金と利潤率の聞に同じ関係が成立する。

訂E明標準純生産物での賃金を加とすれば貨幣タームでは日'RpALxで

ある。 (4)の両辺に右から I.，xをかけて，そこでの加のかわりに wRpA10x

を代入する。標準体系の性質(6)にLたがい整理すれば

wRpAI.x= (R-r)pAI.x 

pA10xキQ より wR=R-r 人 r=R(1ー即〉

命題 4 賃金と景山潤率のあいた、に r=R(1 叩)の関係が成立すれば，

賃金ならびに諸価格は標準純生産物のタームで表現されている。

証明 (4)に.rニR(l-w)を代入すると

{1+R(l 加 )}pA+wao=p

両辺に(6)の性質をみたす 1.認を右からかけると

{1十R(l-w)}pAIox+叩=(1 + R)pI.x 

ιれを整理しτ

(7) ω一二wp(I-AJI.，x 
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すなわち賃金は標準純生産物のタームで測定されている。上式を却で割れば

(8) l=p [I-A)I，.x 

をうる。したがって価格体系但)は，現実の純生産物を価値尺度とする(5)に換え

て，合成商品である標準純生産物をニュメレールとして決定される。

(8)はまた，標準純生産物の価格が，分配の変化により諸価格が変るにもかか

わらず，不変であることを意味する。 (8)より標準商品の価値くplox)は，分配

の変化より独立した不変の倍。+R/R)となる。 こうして， 不変の価値尺度

として標準商品および標準純生産物がえられたの。

111 限界生産力論の検討

賃金と利潤率の決定を説明する原理として限界生産力の理論は非集計的

(disaggregate)なモアルと集計的 (aggrega同なモデノレりいずれにも適用され亡

いる。ワノレラ λ の一般均衡論はいうまでもなく第1の方向での，サムエノレソ γ

(24)の代理生産関数 (SurrogateProduction Function) による接近は第2の方向

での，典型とみることができょう。したがって分配理論としての限界生産力論

の論理的斎合性の検討はこのふたつり方向にそって行われねぼならないが，こ

こではきしあたり後者に限定する叱

資本財産業と消費財産業の2部門よりなる経済を考える。その生産体系は.

(1)と同じ< (ただし n=2) 非負で，資本財はいずれの財の生産においても投入

としてもちいられ，またいずれの財も直接，間接に労働を必要とする。総雇用

労働は一定である。このような生産体系に対応して， (4)を縮少した価格体系が

8) 命題 3，4より，賃金と利潤率のあいだに r=R(l-w)が成立するための必要十分条件は，
標準純生産物または標準商品を価値尺度とすることである。なお標車商品に関して，標準純生産
物を価置尺度とすることと標準純生産物に含まれる労働を尺度とすることは同等である，という
重要な関係を導くことができる.本稿の目的にとり，さしあたって関連がないから，指摘のみに
とどめてお<0
9) ガ νニャ ニはふたつの方向のいずれにおいても，もっとも説得的な主張を展開した論者であ
る。第1の方向については [4)，第2白方向については[3)を審照されたい。なお利潤率〈利
子率〉がどのような原理で決定されても， それは貯蓄に対する社会的収益事に等しい， とする
Solow (25)と，それを批判する Pasinetti(21]との関白論争は，第2の方向に関連はするが，
いくらか次元の異なったひとつの問題領域である.
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成立する。 2ケの価格方程式は消費財価格，資本財価格，賃金および利潤率の

4ケの変数により構成されているから.消費財をユュメレーノレとすれば，消費

財タームでの賃金と利潤率のあいだの関係をみちびく乙とができる。この関係

がいわゆる要素価格フロ γティア(サムエルソン)であるが，このフロンティア

にそって， 利潤率がOから刊に変動するとき賃金は連続的に低下し， また

0亘r;玉川なる利潤率に対l.-，消費財タ ムでほかった正の資本財価格が存在す

るべフロ Yティアの形状についてはさらに，両部門の資本集約度作忽.告g)，、α01' a02/ 
の差異に応じて次の関係を確かめることができる。両部門の集約度が等しい

とき(生=生.)，フロンティアは線形. 消費財部門がより高い集約度のとき、aOl a02/ 
(也〉包)，フロ yティアは原点に凸，資本財部門がより高いとき f生〉血)
a01 a02 、a01 aO~ 

フロ γ ティアは原点に凹である。与えられた生産体系に，このような性質をも

ったフロンティアがひとつ存在する。生産体系がいくつもあるばあい，そのな

w 

"'" 

O 
r ， 

図l 生産体系の選択

10) これらの結果は耳 1および2より容品に確かめることができる。なおn4 Q) r=R(l一回〉は，
生産体系が与動向で，賃金，諸価格を長主Mi主量ゐ3ニLで劃定したばあいの.要素価格プロン
ティア亡ある乙とに註苗されたい.
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かで，与えられた賃金に対しもっとも高い利潤率を保証する体系が選択される

〔非代替定理〉から， 最適な生産体系の選択はいちばん外側のフロンティアを選

ぶことである。図 1は 0;;;王国〈叩1のとき生産体系 a，叩1く叩話回2 のとき生

産体系 8が最適で，w=叩1のとき aと8は無差別であることを示す。いま

生産体系が無数に存在すると仮定すれば，賃金の変化に対する最適生産体系の

軌跡が，無数のフロ Yティアに対する外側のなめらかな包絡線として示される

ことは直観的にあきらかであろう。このとき各賃金率に対しただひとつの生産

体系のみが最適である。

現実に異質な (het町 ogen四国〕諸財として存在する資本財を純生産物〈消費財〉

と同質的な (homogeneou.5)量に還元することが可能で， この代理資本 (Surro-

gate Capi，tal) と労働を変数とする well-<lefined な一次同次の生産関数 (Sur

rogate Productiou Function) により， 利子率が代理資本の限界生産物に等しく

な呂ことをサムエノレソ y [24Jは示Lた。代理生産関数がIfしいとすれば，先

述の包絡線が与える現実の経済での賃金と利潤率の関係 1人あたり純生産物

と利潤率の関係を説明できるものでなければならない。ガレニャーェ [3Jのこ

の観点からする検討の結果， (a)包絡線が原点に凸のばあいのみ，生産関数に

想定された望ましい性質(限界生産力の減少〕に一致する， (b)そのぼあいにも，

包絡線上のどの生産体系においても両部門の資本集約度が等しいときにのみ，

I人あたり純生産物を代理生産関数によって説明できる，という事情があきら

かとなっている。 Lたがって，どの生産体系においても資本財と消費財の生産

条件は同一であるから，両財は無限に代替可能であり，このような性質をもっ

た特殊な経済において代理生産関数が存在するのは自明である。

多部門よりなる経済においては 2部門のばあいのように，各部門聞の資本

集約度の差異に対応しτ要素価格フロンティアが，賃金または利潤率の計容さ

れる範囲内で，原点に対し単調に凸，凹または直線的な形状とはならない。一

般にフロンティアは凸凹の部分を交互に含んだ形となる。ガレニャーニは多部

門のばあいでも，フロソティアが直線になるときにのみ，代理生産関数による



w 

wα 

O 

a 
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接近が妥当することを指摘したロ

しかし代理生崖関数が多部門ケースにおいて成立す

るのは， アロンティアが直線となるときに限らない。

いま， (;)与えられた要素価格に対し，ただ 1

つの生産体系のみが最適で，各生庄体系

のフロ Yティアに対する包絡線が原

点、に凸である。(;;)最適生産

図2 代理生産関数のもうひとつのケース

体系の与える 1人あ

たり純生産物は利潤

率が低下するにつれ

て上昇する，という

条件がみたされてい

るとLょう。この 2つの条件のもとで，図2に示されるような関係が，選択さ

れた任意の生産体系について成立する可能性がある。要素価格 Cro.加。〉のと

き選択される最適体系 U において，その I人あた廿純生産物 W.は賃金町。

=e(ro) と1人あたり資本に帰属する利潤 -roe'(ro)の和に等しい(ただし即

=e(めは包絡線を示す〉。 この関係が他の任意の要素価格のもとでの最適体系

(たとえば戸体系〕においても成立すれば，ガレニャーニ [3J(p.415)の (3.2)

式は，各最適体系のフロ Yティアがかならずしも直線的でなく℃もみたされる

から，代理生産関数は妥当する。きびしく限定された条件のもとではあるが

(たとえば条件(i)， (ii)より技術D再切り替え Reswitchingは除外されていることに注

意せよ)，代理生産関数が存在するもう一つの可能性があるヘ

ところで以上の取り扱いでは，選択の対象となる生産体系が無数に存在し，

11) 乙のケ スはまた，連鎖指数 (Chainlndeめによって定義された資本価値が望ましい性質を
もってあてはまるケ スである ChampernowneC2Jロなお Garegnani[3Jについては，本文
で指摘したひとつのス Jッフの他に，非基略的生産物をも含めたより一般的な体系白もとでの代
理生産関数の横討にさらに考察を品安とするいくつかの間題があるがこの点については別り機会
に論及することとする。
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要素価格の変化 Cro，目。〕→(rl'即，)にともない，生産体系の切り替え α→ β

は摩擦なく瞬間的に行われるというよとを暗黙に前提してきた。いちど設置さ

れた資本設備は，要素価格D変化にともない他の資本設備に自由に変換するこ

とはできず，ある要素価格の範囲にわたって操業をつづける点を考慮するなら

ば， この資本の可塑性くMalleability)にもとずく前提は棄却Lなければならな

い問。包絡線の上に位置する各生産体系または経済体系は， その要素価格が通

去と未来の十分に長い期間にわたり支配するばあいの長期的均衡に対応するも

のと厳密には解釈しなければならない。したがって，生産体系が無数に存在す

るとしても， 生産体系配は要素価格が (γ0，加。〉から背離しても一定期間現

実に使用される問。

生産体系の使用に関しこのような現実的な事情を考慮に入れるとき，集計的

生産関数による分配の決定には次の重大な障害が存在することがあきらかにな

る。 いま (ro，回。〕のもとで最適な生産体系 α が，要素価格の背離にもかか

わらず平均的な資本回収期間にわたり使用されるとする。このとき生産関数に

はいる l人あたり物的資本の価値 Ko(γ〉は， ある商品たとえば消費財をニ a

メレーノレとする要素価格 (r， w)のもとでは

に(の=生戸P

である。即σ も同じ価値尺度財で測ったばあいの， 生産体系 a の技術的条件

により与えられる 1人あたり純生産物である。したがヮて資本価値の変動には，

分配の変化の直接的影響だけでなし価値尺度財自体の価値の変化が反映され

ている。後者の影響をのぞ〈ために，ぼ休系の標準商品を価値尺度にももいる

と. IIで示された諸関係

官 a三 1

r=RC1-w) 

12) いわゆる「資本の可塑性」に関する包括的検討については Harcourt(5)をみよ。
13) 新要素価格に適合した新設慣をもって新企業が参入するばあいをりぞけば，既存企業は投下さ
れた資本の回収をはたすまでは.(γ。.，向〉のもとで選択きれた諸設備をひきつづき佐用すると考
えるのが現実的であろう.書入のあるばあいにも，言参入企業の規模が市場町大きさにくらべ適当
に小さければ，既存企業の行動には変化はないとみるべきである。
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より，標準曲品のタームで測定した物的資本の価値は，

K.(r) =長
となり， 分配の変化より独立した値をとる〔命題3および4参照〕。標準商品に

よる資本価値の測定は， 定の物的諸設備をもっ生産体系の資本価値を分配か

ら独立に一義的に与えるという意味できわめて望ましい性質をもっている聞u

しかし同時にあきらか左なるこ左は，不変の物的資本に対し，利潤率が変動しう

るという，限界牛産力による分配の決定理論にとっては不都合な事実であるの

IV 分配の変化と物価指数

物価指数の作成に広く用いられているラスパイレス式から，標準商品を価値

尺度として，分配の変化が与える影響と分配以外の要因の変化にもとづく影響

を区別してみよう。基準時点ならびに比較時点の車実ゐ諸物価の総和を次の算

式で示す。

(l) 
基準時点 五ム'xι。

o
 z
 
h
 

n
F
ハロ

上向山時較比

諸価格は現実に摩擦や撹苦しがなければ， 11 (4)の価格体系により決定される。

その諸価格士 T，(iニ 1，•.• ，めとすれば，両時点の p，で評価した諸物価の総

和は次式で与えられる。

(2) 
基準時点 L: tiOX/ 

比較時点 亙五'xι。
(l)， (引をもちいて，ラスパイレス式 (L)は次のように分解できる。

L:: P.x;o 
L: p，x，' 玄玄XiO I: PiX .. O 
L.p，'x;'一三五日 L:N云。
主玄立E

(3) 

11 (4)は2の自由度をもっ。賃金を，任意の商品もしくは生産体系の純生産物

13) このような性質をもっ資本価値を定義するのが連鎖指数による賢本測定のひとつ0大きな動拙
である o Champer羽田町e[2) 
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をニュメレーノレとして与えれば~ A (t"=l， 2， -..:t n)が選ばれた商品もしくは

純生産物のタームできまる。 Lかし乙れらの価値尺度財を適用すれば，基準時

点と比較時点の問で生じた分配の変化が価値尺度自体の価値を変えているから，

TiOから長への価格体系への変化には， 第 z商品白体の価値の変化と価値尺

度財の価値の変化が未分離のまま混在していることになる。分離は，標準純生

産物を価値尺度財として選ぶEきはじめて可能である(命題4および (8))。

A'， ji/i=l， 2， ... ， n)が標準純生産物のタームで決定されているとしよう。

そうすればラスパイレス式の第2項は，両時点聞の分配の変動のみに起因し，

かっ，それにともなう対象品目自体の価値変動のみを反映した物価の動きを説

明することができる。これに対し第1項は分配以外の要困(たとえば需要，商品

の配分における諸摩擦〕の変化を理由とする物価変動を示す。第1，2項をA，B 

とおけば，

10" A ， 10" B 
(4) 1 =ぞ早子 主空子10沼L . 10gL 

より，分配と分配以外の要因の枕面変動に対する寄与率を算定することができ

令。

ところで， (3)または(4)を導〈にあたって， 両時点聞で生産体系は一定であ

ると想定しているが，この点についていくらか説明を必要とする。一般に物価

指数の正確さは， 採用される基準時点での各品自由ウェイト P/XiUI ~'PiOXiO 

〔ラスハイレス式〕が比較時点における各品目のウヱイトにどれだけ一致してい

るか，に依存している。したがって，両時点問で技術進歩により新製品の開発

が著しく進行して基準品目が現実の生産・消費の趨勢を代表しえな〈なるばあ

い，ならびに晴好の変化とそれにもとづく生産的消費における変化が著しぐ基

準ウェイトが現状とつりあわないばあい，基準時点を比較時点に接近させて，

物価指数を改定しなければならない。晴好の変化によって生じる最終需要の変

化に対し， 1本源的要素を含む生産体系とそれに照応する価格体系は非代替定

理により安定的である。また，両時点に生じる分配の変化すなわち労働ならび

に資本の価格の変化に対しても， mで論じたように，変化以前の生産体系が引
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き続きある期間存続する。さらに，資本設備の可塑性が不完全であるという同

じ理由より，新製品が大きな比重をしめるのに要する時間は，経済全体として

みれば，現在の生産体系のもとで稼動し亡いる資本設備に投下された資本の回

収期間とおおむねー致するとみなしてよい。置換投資が同時に技術革新と体現

した新投資の主体になると考えられるからである山。 こうして物情指数におけ

る基準品目ならびにウェイ '1が有意義でありうる期間と 1生産体系が存続する

期間を同一視しても，現実的には主当である。

物価指数の算定方式としては他に比較時点のウェイトを採用するパ-v=

式，ラスパイレス式とパ シ T 式の幾何平均値をとるフイッ Vャ一式などがあ

るが，いずれの算式についても，物価変動に対する分配の寄与率を，上の方法

にしたがい，算定できる乙とは容易に理解できょうo また，卸売指数，小売指

数など特定の諸品目を対象とする物価指数についても，標準純生産物もしくは

標準商品を価値尺度財としてもちいることにより，物価変動と分配の変化との

関係を確定することができる。

V 結び

分析の基本的枠組みとしてもちいてきた生産体系およびそれと双対的な価格

体系は次の三つの前提から構成されている (II参照)0 (1)商品による商品の生

産， (2)労働のみが本源的生産要素である. (3)生産体系は分解不能である。こ

れら三つの前提について順次簡単にその意義ならびに限界を考察しておこう。

生産過程におい℃資本は物的な資産として機能するが，その資産自14，別の

生産過程において生産される商品である。商品として，その資産は生産に要し

た諸投入要素の価格〔賃金，利閏率を含む〕に規定される価格をもっo したがっ

て，商品による商品の生産体系を前提することは，資本の価値が，それを体現

した諸商品の価格決定と同時にきまることを， もっと正確にいえば，諸商品の

14)多様化によって成長をはかる個別企業の次元では，諸商品が異なった年齢で辞存するから，事
情まこれほど簡明ではない。しかし企業の主力製品¢主替という現象に着目すれば， ミクロの次元
でも同様の解釈をしても誤まりではないだろう。
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価格には，資本に対する利潤が含まれるのであるから，資本の価値が，諸商品

の価格，資本の報酬と同時的に決定されることを意味している。このニとは資

本が物的な諸資産の所与の集合として存在するだけでなしその物的存在が均

等な利潤率を追求する資本の価値としての選択の結果であることに他ならない。

かかる認識は資本土義経済の基本的特徴をよ〈反映したものであるとし、えよ

う1九均等な利潤率(および賃金率〉の追求という資本の行動に依拠するモデノレ

は，現代企業の行動に照してみるとき， (完全競争モデルのぱあいと同じく〕経済

のワ キ γ グを叙述するものと Lて不完全であることは否めないが，本稿の目

的に対する第一次的接近のためのモデルと Lては十分の意義を持つでいると考

えて上い。

労働のみを本源的生産要素とみなすことにより，最終需要は各産業の規模の

変化に影響を与えるが，諸商品の価格はそれとは独立に生産の技術的関係によ

り決定されると考えることができた。本源的生産要素が2以上存在する経済で

は，最終需要が変化してある本源的要素をより多量に使用する商品の需要がふ

えるとき，本源酌要素聞の需給事情の変化にもとずく用役価格の変化のため生

産において使用される技術に変化が生じてくる。したがって価格の決定は最終

需要から独立ではありえない。労1動にならぶ本源的要素として土地を含めるこ

とは，いわゆる国士または地表の面積は固定的であるところから，労働以上に

十分の根拠をもっているように思われる。土地が本源的要素であるか，という

問題を判定するさい重要なことは土地が，工場用地としてであれ，住宅用地と

し Cであれ，そのほとんどが開発を加えた商品の形で最終的利用に提供されて

いる点である。上地造成はひとつの虚業である。したがって地表の面積が固定

されているという点にだけ注目 Lて土地を木源的要素とみなすことはできな

〉6
 
1
 、し

15) 商品による商品の生産という古典派的な認識左ワルヲス的ぞデルの聞に存在する舎産，交換，
均衡などの諸概企の相違， 総じて価値の理論の相違とその意義については Nell[17Jを参照さ
れたい。また Marglin田 d Aoki [16Jは，新古典派，マルクス=フォン ノハマ γ ケムプ
リッヅの三つのそデルに認められる資本主義経済慢の相産を体系的に取りあつかっている。
16) 存在量の固定性という枕元のみからすれば，京油 石炭その他の鉱物蜜源など牛昌三に広〈用い



標準商品 (Stand町 dCommρdlty)の意義 (35) 35 

すべてり商品の生産に直接または間接に生産手段として使用される商品を基

礎的生産物，その他の商品を非基礎的生産物として，前者のみにより分解不能

な基本的生産体系を構成することは，経済全体における生産活動のひろがりか

らみてあきらかに狭すぎるといえよう。このばあい，労働者の消費対象となる

財さえも，その多〈は非基礎的生産物に属することになるからである。ガレニ

ャーエ (3)は，生産体系のこのような限定性を経和する目的で， 賃金財のみ

を純生産物とする多部門の生産体系 CG体系〉を基礎に， 代理生産関数の妥当

性を検討した問。しかし，この限定性は次のように体系を再定式化することに

より修正可能である。賃金を生存賃金 (Subsist田 ceWage)と剰余賃金 (Surplus

Wage)に区分する冊。生存賃金の内容としては，労働者の生計において基本的

に必要とされる生活物資を考える。労働は，すべての商品の生産に直接または

間接にもちいられるものとみなしてよいから，生存賃金の内容に対応する諸商

品を含むように生産体系を拡張しても，その分解不能性は維持される。またこ

うすることにより.G体系よりも広い範囲の商品を基本的体系に組み入れるこ

とができる。

以上より資本主義経済に対する第一次接近と Lて，モデルはかなりの程度の

られている地下埋蔵物も本源的要素としなけれfならない。経揖学においてそれらを本源的要素
と認識しないりは，その存在量は圃定的で再生産は不可能な財である抗最終的な利用形態に達
するまでにいくつかの生産工程を経て，商品として可変的な供給が行われるからである。、うま
でもなし商品としての生産量にくらべてその埋蔵量が稀pとなり，かつ，それに有効に代替し
うる財が存在しないときには，その財が生産一般に不可欠なものであるかぎり，本調的生産要素
とみなさなければならない)。昔働力についても基本的には同じことがいえるe 人口の年齢分布
に規定される自然的野働人口が所与でも，技荷漣歩，教育により，効率を強化された弾働力が提
供可能であるa しかし土地等のばあいと異なるのは，強化された曹働力を得るのに必要な教育白
期聞が土地造成の過程に比して平均的により畏期にわたる点である。他の点においてほぼ等しい
と考えることカ3できょうから，この事情により土地に比し労司闘の方が本源性においてまさってい
る， といえる久三ろう.
17) したがってG体系においては，賃金財の数カ九 Eの生産体系における商品の数と一致する特暁
のケースをのぞき，そ¢標準商品は異なることになるが，世は槙準商品を価値尺度とする方法を
とらず，賃金をG体系の純生産物で直接測定している。この方法を彼が選んだのは本文に指摘し
た事情の他1::<，賃金の測定単位を，投賢財を含む標準商品ではなし賃金からり直接の支出附象
になる財にすることによって，よくももいられる実質賃金の概念により近づけようとする意図が
あったからであると判断できょう。
1的 Sraffa (26J ~ 8をみよ。賃金をこのように分割する ζとは，あまりなじみりない方法である
が，今日最低賃金として告産業でもちいられている賃金に対応する実質賃金であると考えれま.
十分意味のある区分である。
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正当怯をもっている， と考えてよい。 m.Nの結論は， このモデノレに資本の可
塑性に関する現実的制約を加えて導かれている。これらの結論を拡充するため，

ひきつづき検討を要する若干の問題について，次に指摘しておきたい。

Eの結論は，技術の再切り苔えくReswitching) や均等収入率の成立に関する

非集計的な検討等にもとづく同種の結論とともに，限界生産力説にかわる分配

の理論は何か，という基本的な問題を提示している。一般的均衡論は，生産用

役・財の諸市場における需給の均衡とそれを可能にする均衡諸価格が，全市場

の相可関連のなかで同時的に成立する， という資本主義経済のそデノレに依拠し

ており，それゆえに，分配の問題は財の価格決定の問題と同一次元に属L.か

っそれと同時的に決定されるとみなすことができた。そのさい，生産用役市場

の需要は，問題の用役が生産に寄与する限界生産力を考慮して決められている

が，限界生産力に関する難点、を承認するならば，分配の問題を財の価格決定の

問題と同一視することはできない。このように理論的に未解決の領域を埋める

ために， 交渉 (Bargaining)の理論-<ノレクスの搾取の理論， カノレドア・パジ

ネッテ 4等の巨視的分配の理論，現代のピッグビジネスの企業行動の分析に立

脚してカノレドア・パシネッティ・モテノレの拡充をはかるR.マリスの方向など，

現在存在する分配論の諸類型に関する検討が必要である問。

限界生産力説自体についてもまだ論ずべき点が残されている。出の方向と直

接関連する二つの問題をここでは指摘しておく。ひとつは，非基礎的生産物を

含む全生産物を考慮に入れるばあい，代理生産関数の妥当性につい1より確定

的な結論が導りるか，どうか， という問題である。この点に関するガレーャー

ニのj世論は十分であるとはいえなし、町。 もうひとつは，平均生産期間による資

本価値測定の問題である。平均生産期間というオーストリー学派の資本概念は，

単利を前提にしないかぎり， 利子率(利潤率〉から独立した数値をとりえない

とするのが共通した認識になっているが，生産構造に即して資本の何値を規定

19) Marglin and Aoki (16)は，この方向で由一つの試みとして注目すべきである。
20) 注3). 11)をみよ。



標準商品 (StandardCommodity)の意義 く37) 37 

しようとする試みは，資本もまた生産される商品であることを考慮するならば，

無視できない内容をもっている。 J.ロピYソγ(22J. (23Jの実質資本 (Real

Capital)， ヒックス(7J. [8Jならびにワイツヱ少カー [27J等はいずれも生産

に投下された労働の流れを複利で評価することによって平均生産期間およびそ

れに対応する資本の量的規定を採用している。とくにワイツェ少カ-rJ)ばあい，

ιのような資本概念の，限界生産力の方法に類似した，操作可能性についても

論及している点に注目しなければならない。

物価指数は，諸価格がどのように形成されるか，という問題に対する理解と

は独立に，物価の変動を示すものである。 歩立入って物価変動に貢献した諸

要因の強きを測定しようとすれば，どうしても価格形成の理論が必要になる。

Nにおいては，一次的接近としてひとつの価格体系を前提1..-.分配の変化(費

用要因〕が与える影響を分離しようと試みた。 現実の物価問題に適用するため

に. n (4)の価格体系にかわる， より現実的な価格理論の形成を急がなければ

ならない。

附事~l)

分解不能 (Indecomposable) n次正方行列A の行および列の番号をふたつ

のグループに分割し 1P"ループに属する任意の番号 zと他のグループに属する

任意の番号 J とに対応する行列の成分 aりがすべてo1:なると肯，行列 Aは
分解可能であるといい，そうでないとき分解不能という。

(例〉 本文(1)の非負行列 A が

II 

all， ， alm， alm+l' '.... ..， aln一一

aml， ...... ， amm~ a"" "，+1> .... ， a"，，，， 

0，......， 0， am+1>m十b ・・・・ ，am+bn

1-0，・…目 0， a，.， "，+1> .. ..... .....， ann-j 

21) 諸定理の評明については二階堂日9Jを毒照されたい。
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の形をとれば. ，が叫+1から n までの第Eグノレープに属L，jが 1から閉

までの第Iグループに属するとき aij=0であるから A は分解可能である。

第 Iグループの産業の生産物は第Eグノレ プの諸産業に投入されるのに対L-.

第Eグループの産業・生μ産物はグノレープ内部の産業に投入はされても，第Iグ

ノレープの産業には投入されない。第Eグループはスラッファの「非基礎的」産

業群を形成する。

n次正方行列 A.n次単位行列 L実数』に関する方程式 IU-AIニ Oを

Aの固有方程式といい，方程式をみたす Aを固有値という。 A が非負の行列

であるとき非負の固有値が存在する。 そのなかで最大のものをフロベニウス

(Frobenius)根といい，と〈に l(A) 主しるす。 Aがさらに分解不能であれば，

次の定理が成立する。

定理(フロベエウス) n次正方行列 A が非負かつ分解不能ならば， 次の性

質をもったフロベニウス根 A(A)が存在する。

(吋 λ(A)は固有方程式 IU-AI=Oの単根で正。

(同 l(A)x=A.lむを満足するベクトル X はEで，他の解もすべて，その

定数倍である。

(0) ある s三0 に対し.[lI-Alx=8をみたす X'?;，oが存在するならば，
[lI-Al-l>O 

(d) l>l(A)は[l!-Al-l>Oの必要十分条件である。

(e) A とその転置行列 A'のフロベニウス根は等しい。 すなわち l(A)

ニλ(A')
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